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国立大学法人埼玉大学事業報告書 

 

Ⅰ はじめに 

 

  

 

埼玉大学は、多様なニーズやリソースを持つ首都圏で、埼玉県下唯一の国立大学であるとい

う特性を最大限に活かし、時代を超えた大学の機能である知を継承・発展させ、新しい価値を

創造することを基本的な使命としている。この使命達成のために、学長のリーダーシップのも

と、教育、研究、国際化、社会連携、広報、男女共同参画等を推進している。 

第３期中期目標期間では、個性化につながる、さらなる機能強化を進めるため、ビジョンと

して「埼玉大学 All in One Campus at 首都圏埼玉～多様性と融合の具現化～」を掲げた。文

系・理系・教員養成系の全学部が首都圏埼玉の１キャンパスに集まり、多様な学生が集う本学

の特性を活かし、強みと特色ある戦略的研究と融合科学研究により研究開発・教育拠点を形成

するとともに、PBL（Project-Based Learning）型文理融合教育によりイノベーティブでグロ

ーバルな人材を育成して首都圏埼玉を活性化、日本及び世界に貢献することを目指し、取組を

着実に進めていく。 

教育面では、教養学部、経済学部及び人文社会科学研究科の「学士・博士前期５年一貫コ

ース」において、教養学部では初めて１名がコースに参加し、経済学部ではコースに参加して

いる２名が大学院入試に合格して、人文社会科学研究科への進学を決定した。また、工学部で

は、入学定員の 50 名増及び７学科から５学科への学科改組とともに、社会ニーズの詳細な分

析に基づいた新たな教育プログラムとして、社会的課題に対する科学的分析・理解、それに基

づく工学的な解決手段の設計・デザイン、異分野協働による技術の統合・システム化による社

会実装を実現するための実践力を修得させる学科横断型「イノベーション人材育成プログラ

ム」を導入し、2019 年度の開講に向けて、主要な科目である「産業創成論」「技術者のための

産業経営論」「課題解決型演習」等の詳細設計を進めた。 

研究面では、理工学研究科において、植物が害虫等により傷つけられた時にグル

タミン酸が植物の長距離防御カルシウムシグナルを引き起こすという研究成果が

米国科学誌「Science」に掲載され、本学で初めて文部科学省で記者会見を行った。 

財務内容の改善では、受託研究について、平成 30 事業年度は全学で 49 件、297,279

千円となり、前年度の実績である 36 件、150,308 千円に比べて件数、金額共に大幅に増加し

た。また、民間等との共同研究についても、平成 30 事業年度は全学で 160 件、229,649

千円となり、前年度の実績である 151 件、229,545 千円に比べて増加した。  

以上、平成 30 事業年度は、法人化後の事業経営を引き続き順調に遂行した。今

後も、人件費及び一般管理費の抑制に努めるとともに、外部資金の獲得増など自己

収入の増収に取り組み、財務状況の改善を進めたい。 
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Ⅱ 基本情報 

１．目標 

 

２．業務内容 

  

 
埼玉大学は、総合大学として、時代を超えた大学の機能である知を継承・発展させ、新し

い価値を創造することを基本的な使命とする。 
第１の基本目標として、埼玉大学は、次代を担う人材を育成する高度な教育を実施すると

ともに、多様な学術研究を行って新たな知を創造し、これらの成果を積極的に社会に発信し

て、存在感のある教育研究拠点としてより一層輝く。 
第２の基本目標として、埼玉大学は、産学官の連携によって、知の具体的な活用を促進し

現代が抱える諸課題の解決を図るとともに、地域社会とのコミュニケーションを積極的に図

り、そのニーズに応じた人材を育成して、広域地域の活性化中核拠点としての役割を積極的

に担う。 
第３の基本目標として、埼玉大学は、海外諸機関との連携を推進して、多様なグローバル

人材を育成するとともに、人類が抱える世界的諸課題に学術成果を還元し、国際社会に貢献

する。 
埼玉大学は、多様なニーズやリソースを持つ首都圏の一角を構成する埼玉県にあって、唯

一の国立大学であるという特性を最大限に活かし、これらの基本目標の達成に向けてまい進

する。 
 

 

国立大学法人埼玉大学は、国立大学法人法第 22 条の定めるところにより、次の業務を行っ

ている。 

１ 埼玉大学（以下「本学」という。）を設置し、これを運営すること。  

２ 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

３ 本法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の

者との連携による教育研究活動を行うこと。  

４ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。  

５ 本学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。  

６ 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 
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３．沿革 
年  月 事       項 

1949(昭和 24)年 5 月 

 

 

1954(昭和 29)年 4 月 

1963(昭和 38)年 4 月 

1965(昭和 40)年 4 月 

 

 

1972(昭和 47)年 3 月 

1973(昭和 48)年 9 月 

1976(昭和 51)年 5 月 

1977(昭和 52)年 4 月 

1978(昭和 53)年 4 月 

1984(昭和 59)年 3 月 

1989(平成元)年 4 月 

 

1990(平成２)年 4 月 

1991(平成３)年 3 月 

               9 月 

1992(平成４)年 10 月 

 

 

1993(平成５)年 4 月 

1995(平成７)年 3 月 

1996(平成８)年 4 月 

 

1997(平成９)年 3 月 

2001(平成 13)年 9 月 

         10 月 

2002(平成 14)年 4 月 

2003(平成 15)年 4 月 

2004(平成 16)年 4 月 

 

 

 

 

 
2004(平成 16)年 10 月 

 

2006(平成 18)年 7 月 

2007(平成 19)年 3 月 

2008(平成 20)年 4 月 

「国立学校設置法」の施行により、浦和高等学校、埼玉師範学校及び

埼玉青年師範学校を包括し、文理学部、教育学部の２学部をもつ埼

玉大学として設置 

経済短期大学部を併設 

工学部設置 

文理学部を改組し、教養学部、経済学部及び理工学部設置 

工学部廃止 

教養部設置 

文理学部廃止 

大学院工学研究科設置 

理工学部を改組し、理学部及び工学部設置 

大学院文化科学研究科及び政策科学研究科設置 

大学院理学研究科設置 

理工学部廃止 

理学研究科及び工学研究科を改組し、大学院理工学研究科（博士前

期課程、博士後期課程）設置 

大学院教育学研究科設置 

理学研究科廃止 

工学研究科廃止 

経済短期大学部を合併し、経済学部を改組（経済学科、経営学科及び

社会環境設計学科を置き、全学科に主として夜間に授業を行うコ－

ス設置） 

大学院経済科学研究科設置 

教養部廃止 

東京学芸大学大学院連合学校教育学研究科（博士課程）に構成大学

として参画（他に千葉大学、横浜国立大学） 

経済短期大学部廃止 

政策科学研究科廃止 

21 世紀総合研究機構設置 

経済科学研究科（博士課程）設置 

文化科学研究科（博士課程）設置 

国立大学法人法の施行に伴い「国立大学法人埼玉大学」として新た

に発足 

全学教育・学生支援機構（2012 年 4 月 教育機構に改組）、21 世紀

総合研究機構（2005 年 1 月 総合研究機構に改組、2012 年 4 月 研究

機構に改組）、教育・研究等評価センター（2010 年 4 月 教育・研究

等評価室に改組）設置 

総合情報基盤機構（2012 年 4 月 情報メディア基盤センター、図書館

に改組）設置 

国際交流センター設置 

特殊教育特別専攻科廃止 

工学部に環境共生学科設置 
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2012(平成 24)年 3 月 

4 月 

 
 
 
 
 
2013(平成 25)年 10 月 

2014(平成 26)年 3 月 

 

4 月 

 

2015(平成 27)年 4 月 

 

2016(平成 28)年 4 月 

 
 
 
 
2018(平成 30)年 4 月 

国際交流センター廃止 

国際本部設置 

全学教育・学生支援機構を教育機構に改組 
総合研究機構を研究機構に改組 
総合情報基盤機構を情報メディア基盤センター及び図書館に改組 
研究機構にアンビエント・モビリティ・インターフェイス研究セン

ター及び総合技術センター設置 
教育機構に基盤教育研究センター及び社会調査研究センター設置 
奥秩父自然科学研究所秩父山寮、脳科学融合研究センター及び地圏

科学研究センター廃止 
研究機構に脳末梢科学研究センター及びレジリエント社会研究セン

ター設置 
文化科学研究科及び経済科学研究科を改組し、大学院人文社会科学

研究科（博士前期課程、博士後期課程）設置 
大学院教育学研究科に教育学研究科教職実践専攻（教職大学院）設

置 
教育学部附属特別支援教育臨床研究センター設置 
教育機構に統合キャリアセンターSU の設置 
研究機構に先端産業国際ラボラトリー設置 
工学部全７学科（機械工学科、電気電子システム工学科、情報シス

テム工学科、応用化学科、機能材料工学科、建設工学科、環境共生学

科）を、全５学科（機械工学・システムデザイン学科、電気電子物理

工学科、情報工学科、応用化学科、環境社会デザイン学科）に改組 
 

 

４．設立根拠法 

 

 

５．主務大臣（主務省所管課） 

  

国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 
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６．組織図 

 

 

 

７．所在地 

 

 

８．資本金の状況 

 

 

９．学生の状況 

  

大学の本部   埼玉県さいたま市 

６６,６５６,２４８,２８９円（全額 政府出資） 

総学生数        ８，４５３人 
  学士課程       ６，８９７人 
  修士課程       １，２４８人 
  専門職学位課程       ４５人 
  博士課程         ２６３人 
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１０．役員の状況 
役職 氏名 任期 経歴 

学長 山口 宏樹 平成 26 年 4 月 1 日  

 ～令和 2 年 3 月 31 日 
平成 6 年 4 月  

 ～平成 18 年 3 月 埼玉大学工学部教授 

平成 16 年 4 月  

 ～平成 18 年 3 月 埼玉大学教育研究 

評議会評議員 

平成 16 年 4 月  

 ～平成 20 年 3 月 埼玉大学全学教育・ 

学生支援機構副機構長 

平成 18 年 4 月 

 ～平成 26 年 3 月 埼玉大学大学院 

理工学研究科教授 

平成 20 年 4 月  

～平成 22 年 3 月 埼玉大学工学部長 

平成 22 年 4 月 

～平成 24 年 3 月 埼玉大学大学院 

理工学研究科長 

平成 24 年 4 月 

～平成 26 年 3 月 埼玉大学理事 
理事 

(研究・

産学官連

携担当) 

伊藤 修 平成 30 年 4 月 1 日   

 ～令和 2 年 3 月 31 日 

平成 16 年 4 月  

 ～平成 18 年 3 月 埼玉大学経済学部教授 

平成 18 年 4 月  

 ～平成 20 年 3 月 埼玉大学教育研究 

評議会評議員 

平成 20 年 4 月  

 ～平成 24 年 3 月 埼玉大学経済学部長 

埼玉大学大学院 

経済科学研究科長 

平成 24 年 4 月  

 ～平成 27 年 3 月 埼玉大学経済学部教授 

平成 27 年 4 月  

 ～平成 28 年 3 月 埼玉大学大学院人文 

社会科学研究科教授 

平成 28 年 4 月  

 ～平成 30 年 3 月 埼玉大学大学院人文 

社会科学研究科長 
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理事 

(教学・

学生担

当) 

重原 孝臣 平成 30 年 4 月 1 日   

 ～令和 2 年 3 月 31 日 

平成 16 年 4 月 

～平成 16 年 11 月 埼玉大学工学部教授 

平成 16 年 11 月 

～平成 20 年 3 月 埼玉大学総合情報基盤 

機構情報メディア基盤 

センター教授 

平成 20 年 4 月 

 ～平成 24 年 3 月 埼玉大学大学院 

理工学研究科教授 

平成 24 年 4 月 

 ～平成 26 年 3 月 埼玉大学研究機構総合 

技術支援センター長 

埼玉大学教育研究 

評議会評議員 

平成 26 年 4 月 

 ～平成 30 年 3 月 埼玉大学工学部長 

理事 

(総務・財

務担当) 

兼 

事務局長 

平林 正吉 平成 30 年 4 月 1 日   

 ～令和 2 年 3 月 31 日 
平成 25 年 2 月 

 ～平成 27 年 9 月 文化庁長官官房 

政策課長 

人事管理官 

文化庁長官官房 

政策課国立現代建築 

資料館長 

平成 27 年 10 月 

 ～平成 28 年 3 月 日本芸術文化振興会 

理事 

平成 28 年 4 月 

 ～平成 29 年 9 月 日本芸術文化振興会 

理事長代理 

平成 29 年 10 月 

 ～平成 30 年 3 月 文化庁長官官房付 

理事 

(特命事

項担当) 

(非常勤) 

秋山 秀次郎 平成 30 年 4 月 1 日   

 ～令和 2 年 3 月 31 日 
平成 9 年 4 月 

 ～平成 12 年 3 月 (株)あさひ銀行大阪 

営業所営業第一部長  

平成 12 年 4 月 

 ～平成 23 年 6 月 サンケン電気(株) 

専務取締役 

平成 24 年 4 月 

 ～平成 27 年 3 月 埼玉県産業振興公社 

理事長 
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監事 齋藤 直樹 平成 28 年 4 月 1 日  

 ～令和 2 年 8 月 31 日 
平成 20 年 10 月     

～平成 25 年 2 月 日本大学評議員 

平成 22 年 2 月     

～平成 25 年 2 月 日本大学理工学部 

事務局長 

平成 24 年 3 月 

～平成 25 年 2 月 日本大学理事 

平成 25 年 2 月   日本大学 

理工学部非常勤嘱託 

平成 25 年 3 月  

～平成 26 年 2 月 日本大学理工学部 

臨時嘱託 
監事 

(非常勤) 
小川 千恵子 平成 28 年 4 月 1 日   

 ～令和 2 年 8 月 31 日 
平成 18 年 2 月     

～平成 21 年 6 月 監査法人 

日本橋事務所勤務 

平成 22 年 7 月     

～平成 26 年 3 月 ﾘｿｰｽ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ 

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙｽﾞ勤務 

平成 26 年 3 月～  小川会計事務所開業 

平成 26 年 4 月  

～平成 28 年 3 月 日本学生支援機構 

監事（非常勤） 
 

１１．教職員の状況 
 

 

 

 

 

 

 

  

教員 １，５１０人（うち常勤 ５４７人、非常勤 ９６３人） 
 職員   ４４６人（うち常勤 ２２２人、非常勤 ２２４人） 
（常勤教職員の状況） 
常勤教職員は前年度より９人増加の７６９人であり、平均年齢は４５．９２歳（前年度４５．

７０歳）となっております。このうち、国からの出向者は１人、民間からの出向者は２人です。 
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Ⅲ 財務諸表の要約 

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。） 

 

１．貸借対照表 
（財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/30financial.pdf） 

（単位：百万円） 

資産の部 金 額 負債の部 金 額 

固定資産 
 有形固定資産 
  土地 
  建物 
   減価償却累計額 
  構築物 
   減価償却累計額  
  工具器具備品 
   減価償却累計額 
  図書 

その他の有形固定資産 
 その他の固定資産 
流動資産 
 現金及び預金 
 その他の流動資産 

72,748 

72,432 

54,763 

23,551 

△12,149 

1,866 

△1,345 

8,586 

△7,084 

3,953 

291 

317 

3,957 

3,678 

278 

固定負債 
 資産見返負債 
 その他の固定負債 
流動負債 
 運営費交付金債務 
 未払金 
寄附金債務 

 その他の流動負債 

7,170 

6,666 

504 

4,693 

1,087 

1,359 

996 

1,251 

負債合計 11,863 

純資産の部 金 額 

資本金 
 政府出資金 
資本剰余金 
利益剰余金 

66,656 

66,656 

△2,109 

295 

純資産合計 64,842 

資産合計 76,705 負債純資産合計 76,705 

※記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示。 

 

２．損益計算書 
（財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/30financial.pdf） 

（単位：百万円） 

 金 額 

経常費用（A） 13,040 

 業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  教育研究支援経費 

  人件費 

  その他 

 一般管理費 

 財務費用 

 雑損 

12,591 

1,523 

1,175 

381 

8,871 

642 

445 

4 

0 

経常収益(B) 13,204 
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 運営費交付金収益 
 学生納付金収益 
 その他の収益 

5,869 

5,058 

2,277 

臨時損益(C) △24 

当期総利益（B-A+C） 140 

※記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示。 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 
（財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/30financial.pdf） 

（単位：百万円） 

 金 額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 717 

 原材料、商品又はサービスの購入による支出 
人件費支出 

 その他の業務支出 
 運営費交付金収入 
 学生納付金収入 
 その他の業務収入 

△2,296 

△9,043 

△444 

6,073 

4,716 

1,711 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △677 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △51 

Ⅳ資金に係る換算差額(D) - 

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） △12 

Ⅵ資金期首残高(F) 2,690 

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 2,678 

※記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示。 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 
（財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/pdf/30financial.pdf） 

（単位：百万円） 

 金 額 
Ⅰ業務費用 6,521 

 損益計算書上の費用 
（控除）自己収入等 

13,113 

△6,592 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 
Ⅱ損益外減価償却相当額 
Ⅲ損益外除売却差額相当額 
Ⅳ引当外賞与増加見積額 
Ⅴ引当外退職給付増加見積額 
Ⅵ機会費用 

 

689 

0 

55 

99 

- 

Ⅶ国立大学法人等業務実施コスト 7,365 

※記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示。 
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５．財務情報 
（１） 財務諸表の概要 

    ① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

 ※ 金額は百万円未満を四捨五入、％は少数第２位を四捨五入により計上しており、計は必ずしも一

致しない（以下のグラフも同様） 

      ア．貸借対照表関係 

      （資産合計） 

  平成３０年度末現在の資産合計は、前年度比３８８百万円（０.５％）増の７６，７０

５百万円となっている。 

主な増加要因としては、工具器具備品が６８５百万円（８．７％）増の８，５８６百

万円となったこと、建物が３５７百万円（１．５％）増の２３，５５１百万円となった

こと、建設仮勘定が１５６百万円増の１５７百万円となったことなどが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、建物の減価償却累計額が７４２百万円（６．５％）増

の１２，１４９百万円となったこと、工具器具備品の減価償却累計額が４６２百万円（７．

０％）増の７，０８４百万円となったことなどが挙げられる。 

       

      （負債合計） 

  平成３０年度末現在の負債合計は、６９２百万円（６．２％）増の１１，８６３百万

円となっている。 

主な増加要因としては、長期リース債務が２９９百万円（７５３．８％）増の３３９

百万円となったこと、未払金が２７０百万円（２４．８％）増の１，３５９百万円とな

ったことなどが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、寄附金債務が１６４百万円（１４．１％）減の９９６

百万円となったことなどが挙げられる。 

 

      （純資産合計） 

平成３０年度末現在の純資産合計は、３０４百万円（０．５％）減の６４，８４２百      

万円となっている。 

主な減少要因としては、損益外減価償却累計額が６７９百万円（５．４％）増の１３,

２７８百万円となったことなどが挙げられる。 

また、主な増加要因としては、資本剰余金が２３５百万円（２．１％）増の１１，１

７４百万円となったことなどが挙げられる。         

 

      イ．損益計算書関係 

      （経常費用） 

  平成３０年度の経常費用は、３８百万円（０．３％）増の１３,０４０百万円となって

いる。 

主な増加要因としては、人件費が１６２百万円（１．９％）増の８，８７１百万円と

なったこと、受託研究費が受入額の増加により１１７百万円（７９．７％）増の２６４

百万円となったことなどが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、雑損が前期発生のＰＣＢ廃棄物処理費の反動減等によ

り２５７百万円減の０百万円、教育研究支援経費が５５百万円（１２．６％）減の３８

１百万円となったことなどが挙げられる。 
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      （経常収益） 

平成３０年度の経常収益は、２０３百万円（１．６％）増の１３，２０４百万円とな

っている。 

主な増加要因としては、受託研究収益が受入の増加により１１７百万円（７９．５％）

増の２６４百万円となったこと、運営費交付金収益が業務費の増加等により１７０百万

円（３．０％）増の５，８６９百万円となったことなどが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、資産見返負債戻入が１０５百万円（１４．８％）減の

６０８百万円となったことなどが挙げられる。 

   

      （当期総損益） 

  上記経常損益の状況及び臨時損失として７４百万円、臨時利益として受取保険金４７

百万円を含む５０百万円を計上した結果、平成３０年度の当期総損益は、１１５百万円

（４５８．０％）増の１４０百万円となっている。 

       

      ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

      （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成３０年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、４８百万円（６．３％）減の７

１７百万円となっている。 

  主な減少要因としては、運営費交付金収入が４５９百万円（７．０％）減の６，０７

３百万円となったことなどが挙げられる。 

         

      （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  平成３０年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、６７８百万円減の△６７７百

万円となっている。 

 主な減少要因としては、有価証券の償還による収入が６００百万円減の０円となった

ことなどが挙げられる。 

         

      （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  平成３０年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、８百万円（１９．３％）減の

△５１百万円となっている。 

  主な減少要因としては、リース債務の返済による支出が８百万円（４２．２％）増の

△２７百万円となったことなどが挙げられる。 

 

      エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

      （国立大学法人等業務実施コスト） 

  平成３０年度の国立大学法人等業務実施コストは、２５２百万円（３．５％）増の７，

３６５百万円となっている。 

  主な増加要因としては、引当外退職給付増加見積額が３５１百万円（１３９．５％）

増の９９百万円となったこと、業務費用が５１百万円（０．８％）減の６，５２１百万

円となったことなどが挙げられる。 

(表) 主要財務データの経年表                             （単位：百万円） 

区 分 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

資産合計  78,765 77,689 76,515 76,317 76,705 

負債合計  12,493 11,319 10,961 11,170 11,863 

純資産合計  66,273 66,370 65,554 65,147 64,842 
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経常費用  13,191 13,485 13,036 13,001 13,040 

経常収益  13,277 13,493 12,993 13,001 13,204 

当期総損益  9 178 23 25 140 

業務活動によるキャッシュ・フロー  1,347 △26 808 765 717 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,556 447 △1,195 1 △677 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △141 △139 △129 △43 △51 

資金期末残高  2,202 2,483 1,967 2,690 2,678 

国立大学法人等業務実施コスト  7,823 8,360 7,376 7,112 7,365 

（内訳）       

 業務費用  7,074 7,289 6,641 6,572 6,521 

   うち損益計算書上の費用  13,309 13,507 13,047 13,038 13,113 

    うち自己収入  △6,236 △6,219 △6,406 △6,466    △6,592 

 損益外減価償却相当額  832 793 792 761 689 

 損益外除売却差額相当額  0 9 0 0 0 

 引当外賞与増加見積額  16 23 △16 2 55 

 引当外退職給付増加見積額  △361 246 △85 △251 99 

 機会費用  261 - 42 29 - 

 

    ② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

        セグメントは、「学部・研究科等」及び「附属学校」に区分し、各セグメントに配賦し

ない業務損益及び資産は「法人共通」に計上している。 

    なお、「法人共通」には、学生等に対する教育活動を支援する部署が含まれている。 

 

     ア．業務損益 

  平成３０年度の業務損益は１６４百万円と、前年度比１６４百万円（５７２．２％）増

となっている。これは、運営費交付金収益や受託研究収益の増加などが主な要因である。 

(表) 業務損益の経年表                                                    (単位：百万円) 

区 分 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

学部・研究科等 1,690 1,703 1,054 1,217 1,154 

附属学校 △371 △361 △375 △422 △384 

法人共通 △1,233 △1,333 △721 △795 △605 

合 計 86 8 △43 △0 164 

  
イ．帰属資産 

平成３０年度の総資産は７６，７０５百万円と、前年度比３８８百万円（０．５％）増と
なっている。これは、工具器具備品の取得や建設仮勘定の増加などが主な要因である。 

   (表) 帰属資産の経年表                                                    (単位：百万円) 

区 分 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

学部・研究科等 39,662 39,777 38,993 38,617 38,697 

附属学校 16,654 16,699 16,625 16,569 16,503 

法人共通 22,450 21,213 20,897 21,130 21,504 

合 計 78,765 77,689 76,515 76,317 76,705 

 

    ③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

当期総利益１４０百万円を、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の質の向

上及び組織運営の改善に充てるため、目的積立金として申請している。 
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 平成３０年度において、目的積立金の使用はない。 

       

（２） 施設等に係る投資等の状況（重要なもの） 
    ① 当事業年度中に完成した主要施設等 

      総合研究棟（建設工学系）改修 

    ② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

      該当なし。 

    ③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

      該当なし。 

    ④ 当事業年度において担保に供した施設等 

      該当なし。 

 

（３）予算・決算の概況 
  以下の予算・決算は、本学の運営状況について、国のベースにて表示しているものである。 

 (単位：百万円) 

※平成３０年度の予算・決算の差額理由は、決算報告書を参照                           

区分 

 

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 

収入 14,416 15,489 13,810 15,295 12,151 13,699 12,880 14,795 12,448 14,442 

運営費交付金収入  

 

補助金等収入 

学生納付金収入 

その他 

5,888 

 

1,204 

4,958 

2,367 

6,174 

 

1,407 

4,793 

3,115 

5,744 

 

566 

4,969 

2,530 

6,348 

 

554 

4,768 

3,625 

6,031 

 

201 

4,716 

1,203 

6,061 

 

378 

4,720 

2,540 

6,357 

 

104 

4,730 

1,689 

6,809 

 

219 

4,715 

3,052 

6,271 

 

110 

4,694 

1,374 

6,431 

 

226 

4,724 

3,061 

支出 14,416 14,031 13,810 13,918 12,151 12,270 12,880 12,437 12,448 12,696 

教育研究経費 

一般管理費 

 

その他支出 

11,378 

- 

 

3,038 

10,813 

- 

 

3,218 

11,364 

- 

 

2,446 

11,515 

- 

 

2,403 

10,933 

- 

 

1,217 

10,805 

- 

 

1,465 

11,400 

- 

 

1,480 

10,807 

- 

 

1,630 

11,167 

- 

 

1,281 

10,880 

- 

 

1,815 

収入―支出 0 1,459 0 1,377 0 1,429 0 2,358 0 1,746 
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Ⅳ 事業の実施状況 

(1)  財源構造の概略等 

 当法人の経常収益は１３，２０４百万円で、その内訳は、運営費交付金収益５，８６９百万

円（４４.５％（対経常収益比、以下同じ。））、学生納付金収益５,０５８百万円（３８.３％）、

その他収益２,２７７百万円（１７.２％）となっている。 

 また、事業に要した経常費用は１３,０４０百万円で、その内訳は、教育経費１,５２３百万

円（１１.７％（対経常費用比、以下同じ。））、研究経費１,１７５百万円（９.０％）、教育研

究支援経費３８１百万円（２.９％）、人件費８,８７１百万円（６８.０％）、一般管理費４４

５百万円（３.４％）、その他６４５百万円（５．０％）となっている。 

 

(2) 財務データ等と関連づけた事業説明 

 ア．各学部・研究科等セグメント 

学部・研究科等セグメントは、学部、研究科、研究機構、図書館、情報メディア基盤センタ

ー及び国際本部により構成されており、学部では、専門性を軸に幅広い教養を備えた人材の育

成に努めるとともに、地球規模での人類的課題や地域社会が抱える現実的課題に応える研究

を積極的に推進することを目的とし、また、研究科では、学術の理論及び応用を教授研究し、

その深奥を究めて文化の進展に寄与することを目的としている。平成 30 年度においては、年

度計画に定めた事業を順調に実施した。特色のある取組については、以下のとおりである。 
 
学部教育・大学院教育の充実：工学部では、入学定員の 50 名増及び７学科から５学科への

学科改組とともに、社会ニーズの詳細な分析に基づいた新たな教育プログラムとして、社会的

課題に対する科学的分析・理解、それに基づく工学的な解決手段の設計・デザイン、異分野協

働による技術の統合・システム化による社会実装を実現するための実践力を修得させる学科

横断型「イノベーション人材育成プログラム」を導入し、2019 年度の開講に向けて、主要な

科目である「産業創成論」「技術者のための産業経営論」「課題解決型演習」等の詳細設計を進

めた。  
研究拠点における研究の推進：本学の強みや特色のある研究分野を特定するために、書誌情

報データ分析システムの Web of Science や In Cites を用いた研究論文の評価、KAKEN デー

タや本学独自データを用いた科研費の応募、採択、獲得状況の分析を行った。理工学研究科の

戦略的研究部門とそれ以外の研究部門における国際共著論文、外部資金、被引用数について比

較分析するとともに、戦略的研究部門の若手教員の研究活動実績等について理工学研究科に

報告し、意見交換を行った。 

地域社会との連携：県内企業等からゲストスピーカーを招いた地域志向科目「地域創生を考

える」を実施した。また、埼玉県やＪＲ東日本大宮支社と連携し、企業が抱える課題の解決や

地域の活性化を目指した「課題解決型インターンシップ」を実施した。地域志向科目や県内イ

ンターンシップ科目を充実させることによって、学生の学びの動機付けを促進するとともに、

埼玉県をはじめとした地域社会との連携強化が図られた。 
 

学部・研究科セグメントにおける実施財源は、運営費交付金収益４，１４０百万円（３８.

５％）、学生納付金収益５,０５２百万円（４７.０％）、その他収益等１,５５７百万円（１４.

５％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経費９３９百万円（９．８％）、研究

経費１，０３３百万円（１０.８％）、教育研究支援経費３４９百万円（３．６％）、人件費６，

５８０百万円（６８.６％）、その他経費等６９４百万円（７．２％）となっている。 
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イ．附属学校セグメント 

附属学校セグメントは、附属幼稚園、附属小学校、附属中学校、附属特別支援学校により構

成されており、各園・学校とも、教育基本法及び学校教育法に基づき設置され、大学又は学部

における児童、生徒、幼児の教育、保育に関する研究への協力や、学生の教育実習の実施にあ

たることを目的としている。平成 30 年度においては、年度計画に定めた事業を順調に実施し

た。特色のある取組については、以下のとおりである。 

 

地域「モデル校」としての役割：全ての附属学校において教育研究協議会を開催しており、先

導的、実験的な授業を公開するなど、教育課題に関する研究成果の公表を行っている。この協議会

は毎年開催しており、県内外から多くの参加者がある。また、研究成果は研究紀要等にまとめら

れ、広く情報発信している。 

 

附属学校セグメントにおける実施財源は、運営費交付金収益４９２百万円（８５．４％）、

その他収益等８４百万円（１４．６％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経費

１４９百万円（１５.６％）、人件費８０８百万円（８４.１％）、その他経費等３百万円（０．

３％）となっている。 

 

 ウ．法人共通セグメント 

法人共通セグメントは、事務局、教育機構により構成され、効率的・機動的な業務運営等を

行うことを目的としている。平成 30 年度においては、年度計画に定めた事業を順調に実施し

た。特色のある取組については、以下のとおりである。 

 

 男女共同参画等の推進：本学では、昨年度、科学技術人材育成費補助事業「ダイバーシティ

研究環境実現イニシアティブ（特色型）」に選定され、これを受けて、ダイバーシティ研究環

境実現のための取組を実施している。すべての教職員が働きやすい職場環境づくりに関する

取組では、子育て･介護中の教職員支援として、学生を補助者として措置し、出産、育児、介

護により制限される研究生活を支援する「出産･育児･介護中の研究補助制度」、女性教員がラ

イフイベント（出産･育児･介護等）に際し、やむを得ず研究者としてのキャリアを一時中断し、

その後の研究活動に復帰した場合に、研究費を助成する「産休･育休･介護休暇等からのリスタ

ート研究費助成制度」、ファミリー･サポート･センター事業を利用する場合に、その利用料金

の一部を補助する「ファミリー･サポート補助事業」などを実施した。 

事務の効率化・合理化：人文社会科学研究科支援室では、教養学部担当事務及び経済学部担

当事務にそれぞれ事務長を配置していたが、平成 30 年４月から事務長を 1 名削減し、組織を

一つに統合することで効率化・合理化を図った。また、同支援室の係体制を見直し、教養学部

係及び経済学部係における大学院関係業務を切り離して「大学院係」を新設し、職員を再配置

した。事務長ポストを一つに集約したことで、人文社会科学研究科全体に係る業務の調整の円

滑化が図られ、また、新設した大学院係に大学院関係業務を集約したことにより、これまで教

養学部係及び経済学部係が独自に行ってきた当該業務が有機的かつ効率的に遂行可能となっ

た。 

埼玉大学基金の充実：平成 30 年度の基金の寄附件数と寄附金額は、148 件 8,059 千円であ

った。平成 29 年度と比較すると、件数、寄附金額ともに減少したが、過去４年間の寄附金額

を見ると増加傾向であり、平成 28 年度に創設された「修学サポート基金」の募金活動、その

他の基金を充実させる取組の実行により、その効果があらわれているものと考えられる。 
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広報情報の効率かつ効果的な発信：全学的な広報連絡体制の下、学内の情報収集機能を強化

して大学の教育研究活動の成果等を効率かつ効果的に社会に発信するため、ホームページの

改修や広報誌の見直しを行った。ホームページについて、主に受験生の利便性向上を目的に、

平成 30 年度に導入したインターネット出願サイトの設置や受験生サイトの完全レスポンシブ

デザイン化を行った。また、トップページバナーの見出しウィンドウの新設、70 周年記念事

業サイトの新設などを行った。さらに、学内の広報担当者が、本学のニュースやお知らせをホ

ームページや広報誌で公開する際に、より魅力的な記事を作成できるようにするための勉強

会として「広報担当者連絡会」を開催した。記事の書き方やキャプションの付け方、魅力的な

写真の撮り方に関する講義が行われ、各自が実際にカメラを使って、基本的なカメラの構え方

や被写体の捉え方などを実践した。 

 

法人共通セグメントにおける実施財源は、運営費交付金収益１，２３７百万円（６５．８％）、

その他収益等６４２百万円（３４．２％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経

費４３４百万円（１７．５％）、人件費１,４８３百万円（５９．７％）、一般管理費３５９百

万円（１４．５％）、その他経費等２０８百万円（８．３％）となっている。 

 

(3) 課題と対処方針等 

 当法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、科学研究

費補助金、民間との共同研究費などの外部資金の獲得に努め、外部研究資金やその他の自己収

入を増加させるための取組を継続した。資金の運用については、運用可能な余裕金を見極め、

安定的な資金運用を行うため、国債による運用を継続し、収益をあげた。 

 経費の節減については、第３期中期目標期間及び第４期中期目標期間にかけての人件費シ

ミュレーションを引き続き行い、平成 28 年度に策定した削減計画を着実に実施している。 

 一般管理費についても、外部委託業務の見直しを行い管理的経費の抑制を図るとともに、省

エネ機器を積極的に導入し光熱費の削減を図った。 

財務分析は、財務諸表等のデータを元に、活動性の指標、効率性の指標、発展性の指標等に

ついて同規模大学との比較、経年比較を行い、その結果を役員会、経営協議会に示している。 

今後も、人件費及び一般管理費の抑制に努めるとともに、外部資金の獲得増など自己収入の

増収に取り組み、財務状況の改善を進めたい。 
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Ⅴ その他事業に関する事項 

１．予算、収支計画及び資金計画 
（１）予算 

    決算報告書参照 

   （決算報告書：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/30kessan.pdf） 

 

（２）収支計画 
    年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

（年度計画：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/30nendo-keikaku.pdf） 

   （財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/30financial.pdf） 

（３）資金計画 
  年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

（年度計画：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/30nendo-keikaku.pdf） 

   （財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/30financial.pdf） 

 

２．短期借入れの概要 

 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 
 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細 
（単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当 
期交付金 

当期振替額 

期末残高 運営費交

付金収益 
資産見返運

営費交付金 
建設仮勘定

見返運営費

交付金 

資本剰余

金 小計 

２８年度 199 - 34 41 1 - 77 122 

２９年度 853 - 157 111 13 - 281 572 

３０年度 - 6,073 5,677 3 0 - 5,680 393 

 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 
① ２８年度交付分 

                                     （単位：百万円） 

区  分 金 額 内  訳 

業務達成基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

34 ① 業務達成基準を採用した事業等：基幹・環境整備事業 

② 当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：34 

 (教育経費：22、研究経費：12、一般管理費：0) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：42(建設仮勘定 1 を含む) 

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠 

  基幹・環境整備事業に係る費用計上額を全額収益化。 

資産見返運営

費交付金 

41 

建設仮勘定見

返運営費交付

金 

1 

資本剰余金 - 

該当ありません。 
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計 77 

期間進行基準

による振替額 

 

 

 

運営費交付金

収益 

- 該当なし 

資産見返運営

費交付金 

- 

資本剰余金 - 

計 - 

費用進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

- 該当なし 

資産見返運営

費交付金 

- 

資本剰余金 - 

計 - 

合計  77  

 

② ２９年度交付分 

                                     （単位：百万円） 

区  分 金 額 内  訳 

業務達成基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

44 ① 業務達成基準を採用した事業等：基幹・環境整備事業、イ

ンターナショナルレジデンス新設事業 

② 当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：44 

 (教育経費：22、研究経費：4、教育研究支援経費：12、一般

管理費：6) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：124(建設仮勘定 13 を含む) 

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠 

  基幹・環境整備事業に係る費用計上額を全額収益化。 

資産見返運営

費交付金 

111 

建設仮勘定見

返運営費交付

金 

13 

資本剰余金 - 

計 168 

期間進行基準

による振替額 

 

 

 

運営費交付金

収益 

- 該当なし 

資産見返運営

費交付金 

- 

資本剰余金 - 

計 - 

費用進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

113 ① 費用進行基準を採用した事業等：退職手当、年俸制導入促

進費 

② 当該業務に係る損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：113 

 (人件費：113) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：0 

③ 運営費交付金の振替額の積算根拠 

  退職金 103 百万円、年俸制導入促進費 10 百万円を収益

化。 

資産見返運営

費交付金 

- 

資本剰余金 - 

計 113 

合計  281  
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③ ３０年度交付分 

（単位：百万円） 

区  分 金 額 内  訳 

業務達成基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

409 ① 業務達成基準を採用した事業等：イノベーションの創出

と地域活性を目指した融合科学研究・開発の推進と人材

育成、地域ニーズに即した人材育成と教員養成、強みを有

する分野の国際教育研究拠点化、若手人材支援、一般運営

費交付金プロジェクト事業 

 

② 当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：409 

 (教育経費：22、研究経費：58、一般管理費：3、人件費：

325) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：3 

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠 

  イノベーションの創出と地域活性を目指した融合科学研

究・開発の推進と人材育成、地域ニーズに即した人材育

成と教員養成、強みを有する分野の国際教育研究拠点化、

若手人材支援、一般運営費交付金プロジェクト事業につ

いて、計画に対する達成率が 100％であったため、当該業

務に係る運営費交付金債務 409 百万円を収益化。 

資産見返運営

費交付金 

3 

資本剰余金 - 

計 412 

期間進行基準

による振替額 

 

 

 

運営費交付金

収益 

4,923 ① 期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用

進行基準を採用した業務以外の全ての業務 

② 当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：4,923 

  (人件費：4,923) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：0 

③ 運営費交付金の振替額の積算根拠 

  期間進行基準に係る運営費交付金債務を全額収益化。 

資産見返運営

費交付金 

- 

資本剰余金 - 

計 4,923 

費用進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

345 ① 費用進行基準を採用した事業等：退職手当、年俸制導入促

進費、移転費、建物新営設備費 

② 当該業務に係る損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：329 

 (人件費：329) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：0 

③ 運営費交付金の振替額の積算根拠 

  前年度までに充当した移転費 6 百万円、建物新営設備費

11 百万円を収益化。業務進行に伴い支出した運営費交付

金債務 329 百万円を収益化。 

資産見返運営

費交付金 

- 

資本剰余金 - 

計 345 

合計  5,680  
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（３）運営費交付金債務残高の明細 
（単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

２８年度 業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

114 ・一般運営費交付金プロジェクト事業 

基幹・環境整備事業（空気調和設備更新等）については、複数年

の事業であることから 114 百万円を翌事業年度に繰り越したも

の。 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

8 平成 28 年度入学定員超過分 

・入学定員超過分について、その分を債務として繰り越したもの。 

・当該債務は、中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

-  

計 122  

２９年度 業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

572 ・一般運営費交付金プロジェクト事業 

教育研究環境整備等事業、インターナショナルレジデンス新設事

業については、複数年の事業であることからそれぞれ 557 百万

円、15 百万円を翌事業年度に繰り越したもの。 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

-  

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

- 
 

計 572  

３０年度 業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

250 ・一般運営費交付金プロジェクト事業 

教育研究環境整備等事業、社会との連携や社会貢献及び地域を志

向した教育・研究推進事業については、複数年の事業であること

からそれぞれ 235 百万円、15 百万円を翌事業年度に繰り越した

もの。 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

0 平成 30 年度入学定員超過分 

・入学定員超過分について、その分を債務として繰り越したもの。 

・当該債務は、中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

143 ・退職手当分について、残高 143 百万円を債務として繰り越した

もの。  

計 393  
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（別紙） 

■財務諸表の科目 

１．貸借対照表 

有形固定資産：土地、建物、構築物、工具器具備品、図書等、国立大学法人等が長期にわた

って使用する有形の固定資産。 

減価償却累計額：固定資産の減価償却費を直接控除せずに、間接的に控除する場合の償却費

の累計額。 

その他の有形固定資産：美術品・収蔵品、船舶、車両運搬具等が該当。 

その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（敷金・保証金）が該当。 

現金及び預金：現金と預金（普通預金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）

の合計額。 

その他の流動資産：未収学生納付金収入、たな卸資産等が該当。 

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照表

計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された資産見

返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返負債か

ら資産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

その他の固定負債：長期借入金、長期リース債務等が該当。 

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの。徴収

不能引当金等が該当。 

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

寄附金債務：これまでに受領した寄附金の未使用相当額。 

未払金：支払債務のうち、当該年度中に支払が完了しなかったもの。 

政府出資金：国からの出資相当額。 

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 

利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 

２．損益計算書 

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。 

 教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

 研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

 教育研究支援経費：図書館、情報メディア基盤センター、科学分析支援センターで、特定 

の学部等に所属せず、法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されてい 

る施設であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費。 

 人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

財務費用：支払利息等。 

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

その他の収益：受託研究収益、共同研究収益、受託事業等収益、寄附金収益、補助金等収益

等。 

臨時損益：固定資産の売却（除却）損益等。 

目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のうち、

特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それから取り崩

しを行った額。 
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３．キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費

支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収支

状況を表す。 

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出

等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表

す。 

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及

び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表

す。 

資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財源

により負担すべきコスト。 

業務費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から学生納付金等

の自己収入を控除した相当額。 

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産の減価償却費相当額。 

損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわら

ず生じた減損損失相当額。 

損益外除売却差額相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定

されない資産を売却や除去した場合における帳簿価額との差額相当額。 

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の賞

与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度におけ

る引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。 

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認めら

れる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業年度に

おける引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。 

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合の本

来負担すべき金額等。 

 


